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札 幌 市 に お け る結 核 家 族 内 感 染 の 実 態 調 査

―1987年 か ら90年 まで ―

浜 島 泉

札 幌 市 白 石 保 健 所

受付 平成3年10月18日

STUDY ON FAMILIAL ATTACKS OF PULMONARY

 TUBERCULOSIS IN SAPPORO CITY

Izumi HAMAJIMA

(Received for publication October 18, 1991)

We studied familial attacks of pulmonary tuberculosis in Sapporo City from 1987 to 

1990.

There were 146 sources of infection. Two hundred twenty three were infected secondly.

Chemotherapy was given to the 75 out of 223 patients. Chemoprophylaxis was given to 

the total of 148 children. The average ages of the sources, those who were infected secondly 

and those who had given chemoprophylaxis were 44.8, 32.2 and 7.7 years of age respectively. 

The ratio of male vs female was 1: 0.4 among the sources.

The main routes of transmission of this disease were from husbands to wives, from 

fathers to children, and from grandfathers to grandchildren.

The patients who did not have health examination in the preceding one year of their 

present diagnoses had more severe state of disease as well as higher Gaffky degrees and 

were treated for more than one year.

The infectious patients accounted for more than 50% of the active pulmonary 

tuberculosis in Sapporo City in 1990.

Tuberculin skin test has been performed in almost cases of family examination and the 

period of chemoprophylaxis has been standarized along the guideline for the chemopro

phylaxis by Japan Tuberculosis Association and the Ministry of Health and Welfare. 
Family and relatives of the patient who expectorates tuberculouss bacilli should take at 

least one examination annually. Younger people should take it more frequently and 

chemoprophylaxis should be given to the child whose reaction of Tuberculin skin test is 

strongly positive.
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mination, Chemoprophylaxis
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は じ め に

家族 内感染 の実態把握 は,結 核 の予 防対策 を検討 す る

上で欠 くことがで きない。 家族 内感 染 は,管 理 カー ドに

より把握 され ること,家 族 検診 や保健婦 の家庭訪問 によ

り,予 防活動が行われ ることな ど,保 健所の活動が直接

関与す る領域で ある。 したが って,こ の実態調査 は,保

健所 の活動 につ いて の改善策 の検討 に役立っ ことを考 え

て計画 した。

また,1985年 に結 核病 学会 予 防委員会 が指導基準 を

発表 し,化 学予 防に際 しての指針 を示 し,化 学予 防対象

年 齢 の拡大 を求 め る見解 を発 表 した。1989年 には厚生

省が化学 予防基準を改定 し,ツ 反の基準を決め,化 学予

防対象年齢を拡大 した。今回の実態調査で は,こ の改定

に関連 した変化 につ いて も可能 な限 り照準 を当て ること

に した。

調 査 方 法

調査 の 目的 は札 幌市 内におけ る家族 内感染 と家族 検診

の実態を解明 し,今 後の予防対策 に役立て ることで ある。

家族内感染の概念 は未確立であ り,調 査のた めには基

準が必要 なため,次 のような仮基準 を設 けた。登録者 あ

るいは登録抹消者 につ いて,そ の親族世帯で同一年次 に

1人 以上 の治療 または化学予防 を要 する登録者 があ った

場合,そ の年次 に家族 内感染 が1件 起 きた もの と数 え る。

調 査 対 象

調査対象期間 は1987年 か ら90年 までの4年 間,対 象

地域 は札幌市全域で ある。

市 内転居者 および市 内居住親族 については,保 健所間

で調整 して対応 した。市外 に関 しては,把 握 で きる限 り

調査 して対象 と した。

家族 内感染,感 染源,同 居人,家 族検診 などの用語 に

ついては調査 に当た った人 の解釈 にまかせ,報 告 のあっ

た もの は,す べて集計 した。

感染源 は家族 内感染の源にな った と考 え られ る患者 で

あり,感 染者 は,こ の感染源か ら感染が及んだ と考え ら

れ る者で ある。 この うち発病 して化学療法を行 った患者

を治療群,発 病 して いないもの と して化学予防を行 った

者 を予防群 とす る。感染源 は男106人,女40人,計146

人 で あ り,感 染者 は223人,内 訳 は治療群75人,予 防

群148人 であ った(表1)。

4年 間の家族内感染に関与 した患 者数 は感染 源146人,

治療 群75人 で あ り,そ の和 は221人 であ る。4年 間の

新登録患者総数が2,436人 であ るか ら,こ れ と比較す る

と,ほ ぼ1:11と なる。

調 査 結 果

〔対象者 の背景〕

対象 者369人 の届出時年 齢について検討 した。以下,

年齢 は,い ずれ も届出時年齢であ る。感染源 は7歳 か ら

83歳 まで,平 均44.8±15.6歳,治 療群 は2歳 か ら73歳

まで,平 均32.2±19.5歳,予 防群 は0歳 か ら29歳 まで,

平 均7.7±4.6歳 で あ っ た。年 齢 階 級 別 に検討 す ると

(表2),感 染源 は30～40歳 代,予 防群 は幼小児,治 療

群 は各年代 に分布 し,家 族 の中核 となる年代 が感染源 と

な りやす く,感 染を広げ る危 険性 が大 きい。感染 は概 し

て,年 上の者か ら年下の者 に向か って起 こってい る。

〔家族内感染 の起 こり方〕

<1.感 染源 の排菌程度 と感染者数>

感染源 の排菌程度 によ って,ど のよ うな感染規模 を示

表1　 調 査 対 象

表2　 届出時年齢階級別登録数
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表3　 感染源の排菌程度別にみた感染規模分布の調査

感染規模は感染源1人 からの感染者数で示 した

表4　 感染源の排菌程度と感染者数

感染率は感染者数/感 染源数で求めた

要治療率は治療群患者数/感 染源数で求めた

表5　 家族関係に関する検討

すか を調 べた(表3)。 感染源1人 か ら4年 間 に1人 な

い し7人 に感染 してお り,多 くの人 に感染 を起 こす のは

排菌程度が高いものに限 って いないことが分か る。 また,

感染者の内訳を調べ ると,排 菌程度が低 い感染源か らの

感染者 にも治療群患者が見 られてい る。感染率に は排菌

程 度によ る差 はなか ったが,要 治療 率 は排 菌程度 の高い

感 染 源か らの もの に高率 であ った(表4)。 発端者 の排

菌程度 を もって家族検診 の省 略を決 め ることは正 しくな

い。

<2.家 族関係 に関す る検討>(表5)

家族内感染 は家族関係(続 柄)に よって特徴的 な感染

形態 をとる ことが知 られ ている。父か ら子,母 か ら子,

祖父か ら孫,夫 か ら妻が多 く,特 に若年者への感染が親

か ら子,祖 父母か ら孫が多 い。夫,父,祖 父が感染源 に

な りやす いの は感染源が男 に多いため と考え られ る。

〈3.登 録間隔の検 討 〉

感染 の起 こりやすい時期 を知 るために,感 染 源の登録

時期 と感染者 の登録 時期 の間隔 を調 べた。 また,そ の期

間内に受 けた検診 回数 の平均 を調 べ,予 防群 と治療群 に

分 けて検討 した(表6)。 治療群 についていえば,半 年

まで に64%,1年 までに74.6%の 発病 をみている。

<4.家 族検診後 に発病 したグループの検討>
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表6　 登録間隔の検討

総計(4年 間分)223人(カ ッコ内の回数 は平均検診回数)

保健所以外で行われ たもの も含 めて,家 族検診を受 け

た時 は異常 な く,そ の後 に発病 した人(家 族検診後治療

群)が いる。 この人 たちは,検 診 と発病 の関連 を探 るモ

デルになる と考 え られる。 この うち,タ イム ラグが1カ

月以 内 の人 を除 く34人 について調査 した。発病 を診断

された時 の受診 動機 は,家 族検診 が21,有 症状受診 が

8,定 期検診お よびその他が5で あ った。 家族検診 で診

断 され た者 は排菌程度の低 いものが多 く,定 期検診 で診

断 され た者 は進行 したものが多か った。感染源 より排菌

程度 の高 い者 もいた。直近 の家族検診か ら発病診断 まで

の期間 は長 い ものは5年5ヵ 月で あった。 また,感 染源

の治療終了後 に発病 した もの もいた。

診 断時の排菌程度別 に,タ イム ラグ,年 齢,病 型,そ

の感染源の排 菌程度,診 断時の受診動機 について調査 し

た。治療 に1年 以上要 したか どうか も調査 した(表7)。

家族検診の間隔が長 いもので は,病 状が進行 した形で診

断 されたものが多 い。 その間隔が1年 までの もので は,

排菌 が証明 され たものはな く,1年 を超え るもので は,

塗 抹陰 性 が3分 の1,塗 抹陽性が3分 の2の10名 であ

り,そ の うち,8名 は15～35歳 で あった。病型でII型

を示 した ものは,1人 を除いて,す べ て検診 のタイムラ

グが1年 を超 え るグループであ った。治療期間 につ いて

の検討 は後にゆず る。

〔治療 につ いて〕

<1.治 療群 の要入院率の検討>

家族 内感染 の感染者 にお ける治療群の率お よび治療群

において入院 を要 さなか った者(通 院のみ)と 入院を要

した者(入 院 あ り)を 分 けて年次別 に検討 した(表8)。

治療群 の率,治 療群 における要入院率 には著明 な改善が

見 られないが,全 感染者 の数 に対 する入院患者 の率で は,

1987年33.3%,88年26.8%,89年17.1%,90年16.7

%と かな り減少 して きてい る。 その要 因 として,家 族検

診が広 く行われ,化 学予防 とな る者が増加 してい ること

が あげ られ る。

<2.治 療期間 の検討>

患者(感 染源 と治療群)の 治療期間 と入院期間 につい

表7　 家族検診後治療群の検討

治療群患者の記載は診断時排菌程度別に,病 型および受診動機。

受診動機は

家は家族検診,有 は有症状受診,定 は定期検診およびその他,

★は治療期間が1年 を超えたもの
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表8　 家族内感染における治療群の率と治療群における入院率の年次推移

表9　 化学予防対象者のツ反成績

%は ツ反成績の判明 した ものに対す る率

て,患 者 の病型別 と排菌程度別 に検討 した。病型別で は

感染源 にはI型 を含んでII型 が多 いこと,治 療群 にはIII

型 が多 いこと,平 均排菌程度が感染源 はG:3.9で あ り,

治療 群 の それがG:0.6で あることを反映 して,治 療期

間 は感染源で長 く,治 療群で短 い。入院を要 した者 は感

染源 で は91.8%,治 療群で は50.0%で あ った。入 院期

間 は治療群で は,1人 を除 き,す べて1年 までであ った。

感染源の排 菌程度 によ って治療群 の治療期 間を調 べる

と,治 療 期間の長い もの は,感 染源 の排菌程度 の高 い も

のに見 られ る。

家族検診後治療群 で検診 との関係 を見 ると,先 行す る

検 診 との タイム ラグが1年 を超 えた もの15人 の うち,

治 療期 間が1年 を超 えた ものは12人80.0%で あった。

これ に対 し,タ イ ム ラグが1年 以下 のもの19人 につ い

て見 る と,治 療期 間が1年 を超え たもの は3人15.8%

で あった(表7)。

<3.排 菌検索の状況>

治療開始時の喀痰細菌(塗 抹)検 査の状況を調べたが,

喀痰排出な しのため に検索不能 とい うのが増加 してお り,

それ以外 はほとん ど検索 されてい る。長 い検診 間隔の後

に診断 された者で は,高 度排 菌の者 が見 られた(表7)。

〔化学予 防の検討〕

<1.ツ ベル ク リン反応検査>

化 学予 防 開始 時の ツ反成績 を調 べる と(表9),検 査

せず,あ るいは結果不明 とい うのがあ る。 こうしたケー

スは,し だい に減 って きてお り,新 基準 では義務教育終

了後 の者 にッ反 な しで化学予防を行 って いる1)の で,こ

れを除 くと近年 では全員 に検査 が施行 されている。 ツベ

ル ク リン検査 の反応 の弱 い者 には,繰 り返 してッベルク

リン検査 を行 うなどの対応 が求 め られているが,近 年 は

高率 に検査 されている。

<2.受 療期間>

予防群 の受療期間 を予防開始年次別で調べ たところ,

半年 までに終了 した者 の比率 は次第 に増加 して いる。

ま と め

調査 の結果 をまとめ ると,次 の諸点があ きらかにな っ

た。

(1)　家庭生活の中心 とな る30歳 代,40歳 代 の者か ら,

接触頻度の高い親族 へ感染が起 こってい る。年上 の者 か

ら年下の者へ感 染 してい ることが多 い。

(2)　排 菌程度 の軽 度 の者 で も多数 の感染 を引き起 こし

てい る場合 がある。菌検索 を十分 にする ことも必要 であ

るが,排 菌程度 が軽度 で も家族検診 を省略 しないことが

大切 である。

(3)　家 族 検 診 の欠 如 は発 見 の遅 れ につ なが りや す

く2)～4),診断 の遅 れ は病勢 の進行 と感染 の拡大を引 き起

こす。 また,排 菌程度が低 くて も,検 診間隔が長か った

者 は治療期間 も長か った。家族検診 は間隔 を1年 以上あ
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(札幌市衛生年報 昭和51年 ～平成2年)

図 札幌市肺結 核感染性比率の推移

活動性肺結核罹患率◇,感 染性肺結核罹患率0(い ずれ も10万 対)

および感染性比率(前 者 に対す る後者 の比率)◎(%)の 年次推移

()内 の単位がグラフの単位

けないで行 うことが望 ま しい。検診 の際に,次 回の検診

を受 け る時期 について伝 えてお くとよい。

(4)家 族 検診 と化学 予防に関す る新 しい基準 が定着 し

つつあ り,こ れ に伴 って家族内感 染の重症の ものが減 少

して きて いる。発病前 に予防で きることが最良であ り,

化学予防 は積極的 に活用 した い5)6)。

考 察

1990年 に札 幌市 の結 核対策 を検討 した際,次 の諸点

が浮 かびあが った。

(1)　検診受診者 の要 医療率 が改善 していない こと7)。

(2)　家族 検診 によ って診 断された結核患者 の要入 院率

の改善 が停 滞 してい ること7)。

(3)　感染 性肺 結核 罹 患率が横 ばいであ ること。 このた

め,活 動性肺結 核に占め る感染性 肺結核の比率が増加 し,

1990年 に は50%を 超えた(図)7)。

(4)　学 習塾 や学 校 な ど若年者集団の中で集団感染な ど

の憂慮すべ き事件が起 こること。その理由 として小規模

以下 の事 業所 で定 期検 診 の不十 分 な点が指摘 され るこ

と8)。

この うち家族内感染 につ いて は,家 族検診 や保健婦 の

家庭訪問 を通 じて,保 健所 が関与 している。今回 の実態

調査 で課題 が明確 になる と同時 に,家 族検診 と化学予防

にポイ ン トをおいた予 防活動 を実施 する ことで,改 善 が

得 られ る展 望 も示 された。

結 核の新 たな感 染,発 病,あ るい は重症化 の予防の課

題 として,(1)発 見の大幅な遅れ,(2)検 診の長期未受診,

(3)定期検診 の事後管理不徹底,(4)定 期外検診(家 族検診

等)の 不徹底,(5)予 防可能例 か らの2次 感染,(6)そ の他,

治 療 中断 な どが指摘 されている9)。われわれの調査か ら

も,こ の指摘 に一致 す る結論 を導 くことができた。

今後,こ の調 査の教 訓が家族検診 を含 めた定期外検診

な どに生か され,結 核半減 と小児結 核絶滅 の具体化,さ

らにはその課題達成 に取 り組む人々の一助になれば幸 い

で ある。

お わ り に

この調査 に協力 された下記 の方 々に感謝す る。

田村登輝子,石 井紀恵子,濱 本淳二,駒 井恵美子,美

馬一雄,上 田 満,大 原裕子,長 坂美奈,西 美智,岡

田守夫,高 杉信男,上 村友也,お よび各保健所 の担 当職

員の皆 さん。

本論 文 の趣 旨 とデー タの一部 は,第49回 日本公衆衛

生学会(1990年,徳 島市)10)で 発 表 した。
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